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    平成平成平成平成 13131313年年年年 3333月月月月 13131313日日日日    
各各各各    位位位位        
                                                                 上場会社名上場会社名上場会社名上場会社名    株式会社株式会社株式会社株式会社    近畿大阪銀行近畿大阪銀行近畿大阪銀行近畿大阪銀行    
 コード番号コード番号コード番号コード番号    ８３７１８３７１８３７１８３７１    
                                                                                 本社所在地本社所在地本社所在地本社所在地    大阪市中央区城見１丁目大阪市中央区城見１丁目大阪市中央区城見１丁目大阪市中央区城見１丁目 4444番番番番 27272727号号号号    
 上場取引所上場取引所上場取引所上場取引所    東証市場第一部東証市場第一部東証市場第一部東証市場第一部    
                                                             大証市場第一部大証市場第一部大証市場第一部大証市場第一部    
                                                                 決決決決    算算算算    期期期期        年１回（年１回（年１回（年１回（3333月月月月 31313131日）日）日）日）    

    

 優先株の発行について優先株の発行について優先株の発行について優先株の発行について    

 株式会社近畿大阪銀行（頭取株式会社近畿大阪銀行（頭取株式会社近畿大阪銀行（頭取株式会社近畿大阪銀行（頭取    高谷高谷高谷高谷    保宏）は、本日開催の取締役会において、株式会社近畿大阪保宏）は、本日開催の取締役会において、株式会社近畿大阪保宏）は、本日開催の取締役会において、株式会社近畿大阪保宏）は、本日開催の取締役会において、株式会社近畿大阪

銀行第一回優先株式の発行を決議いたしました。銀行第一回優先株式の発行を決議いたしました。銀行第一回優先株式の発行を決議いたしました。銀行第一回優先株式の発行を決議いたしました。    
本優先株式は、「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律」による公的資金受入の本優先株式は、「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律」による公的資金受入の本優先株式は、「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律」による公的資金受入の本優先株式は、「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律」による公的資金受入の

のため、同法の定めるところにより金融庁が株式の引受けを承認することを条件とすること、のため、同法の定めるところにより金融庁が株式の引受けを承認することを条件とすること、のため、同法の定めるところにより金融庁が株式の引受けを承認することを条件とすること、のため、同法の定めるところにより金融庁が株式の引受けを承認することを条件とすること、並び並び並び並び

に各種法令に基づく届出、許認可の効力発生を条件として、下記要領にて発行するものであります。に各種法令に基づく届出、許認可の効力発生を条件として、下記要領にて発行するものであります。に各種法令に基づく届出、許認可の効力発生を条件として、下記要領にて発行するものであります。に各種法令に基づく届出、許認可の効力発生を条件として、下記要領にて発行するものであります。    
     
 記記記記    
     
 優先株式の発行概要優先株式の発行概要優先株式の発行概要優先株式の発行概要  

１．１．１．１．    株 式 の 種 類株 式 の 種 類株 式 の 種 類株 式 の 種 類 株式会社近畿大阪銀行第一回優先株式（以下「本優先株式」という）株式会社近畿大阪銀行第一回優先株式（以下「本優先株式」という）株式会社近畿大阪銀行第一回優先株式（以下「本優先株式」という）株式会社近畿大阪銀行第一回優先株式（以下「本優先株式」という）    

２．２．２．２．    発 行 株 式 数発 行 株 式 数発 行 株 式 数発 行 株 式 数 無額面優先株式無額面優先株式無額面優先株式無額面優先株式 120,000,000120,000,000120,000,000120,000,000 株株株株    

３．３．３．３．    発 行 価 額発 行 価 額発 行 価 額発 行 価 額 １株につき１株につき１株につき１株につき 500500500500 円円円円    

４．４．４．４．    発行価額の総額発行価額の総額発行価額の総額発行価額の総額 60,000,000,00060,000,000,00060,000,000,00060,000,000,000 円円円円    

５．５．５．５．    発行価額中資本発行価額中資本発行価額中資本発行価額中資本

に組入れない額に組入れない額に組入れない額に組入れない額

１株につき１株につき１株につき１株につき 250250250250 円円円円    
    
    

６．６．６．６．    資本組入額の総額資本組入額の総額資本組入額の総額資本組入額の総額 30,000,000,00030,000,000,00030,000,000,00030,000,000,000 円円円円    

７．７．７．７．    発 行発 行発 行発 行 方 法方 法方 法方 法 株式会社整理回収機構に直接全額割当てる方法による。株式会社整理回収機構に直接全額割当てる方法による。株式会社整理回収機構に直接全額割当てる方法による。株式会社整理回収機構に直接全額割当てる方法による。    

８．８．８．８．    払 込 期 日払 込 期 日払 込 期 日払 込 期 日 平成１３年４月２５日（水曜日）平成１３年４月２５日（水曜日）平成１３年４月２５日（水曜日）平成１３年４月２５日（水曜日）    

９．９．９．９．    配 当 起 算 日配 当 起 算 日配 当 起 算 日配 当 起 算 日 平成１３年４月２６日（木曜日）平成１３年４月２６日（木曜日）平成１３年４月２６日（木曜日）平成１３年４月２６日（木曜日）    

10101010．．．．    本優先株式の内容に関する事項本優先株式の内容に関する事項本優先株式の内容に関する事項本優先株式の内容に関する事項        

    (1) (1) (1) (1) 優先配当金優先配当金優先配当金優先配当金    
        本優先株式の株主（以下「本優先株主」という）に対しては、優先配当金を支払うものと本優先株式の株主（以下「本優先株主」という）に対しては、優先配当金を支払うものと本優先株式の株主（以下「本優先株主」という）に対しては、優先配当金を支払うものと本優先株式の株主（以下「本優先株主」という）に対しては、優先配当金を支払うものと

し、その内容については以下のとおりである。し、その内容については以下のとおりである。し、その内容については以下のとおりである。し、その内容については以下のとおりである。    
    イ．優先配当金の額イ．優先配当金の額イ．優先配当金の額イ．優先配当金の額    

毎年３月３１日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち本優先株式１株につき６円毎年３月３１日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち本優先株式１株につき６円毎年３月３１日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち本優先株式１株につき６円毎年３月３１日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち本優先株式１株につき６円

８０銭の優先配当金を支払う。ただし、平成１３年４月２６日８０銭の優先配当金を支払う。ただし、平成１３年４月２６日８０銭の優先配当金を支払う。ただし、平成１３年４月２６日８０銭の優先配当金を支払う。ただし、平成１３年４月２６日から平成１４年３月３１から平成１４年３月３１から平成１４年３月３１から平成１４年３月３１

日までの３４０日間に対する優先配当金については、本優先株式１株につき６円３３銭日までの３４０日間に対する優先配当金については、本優先株式１株につき６円３３銭日までの３４０日間に対する優先配当金については、本優先株式１株につき６円３３銭日までの３４０日間に対する優先配当金については、本優先株式１株につき６円３３銭

を支払う。を支払う。を支払う。を支払う。    
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    ロ．非累積条項ロ．非累積条項ロ．非累積条項ロ．非累積条項    
ある営業年度において本優先株主に対して支払う利益配当金の額が優先配当金の額にある営業年度において本優先株主に対して支払う利益配当金の額が優先配当金の額にある営業年度において本優先株主に対して支払う利益配当金の額が優先配当金の額にある営業年度において本優先株主に対して支払う利益配当金の額が優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は、翌営業年度以降に累積しない。達しないときは、その不足額は、翌営業年度以降に累積しない。達しないときは、その不足額は、翌営業年度以降に累積しない。達しないときは、その不足額は、翌営業年度以降に累積しない。    
    ハ．非参加条項ハ．非参加条項ハ．非参加条項ハ．非参加条項    

本優先株主に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。本優先株主に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。本優先株主に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。本優先株主に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。    
    ニ．優先中間配当金の額ニ．優先中間配当金の額ニ．優先中間配当金の額ニ．優先中間配当金の額    

中間配当を行うときは、毎年９月３０日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち本中間配当を行うときは、毎年９月３０日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち本中間配当を行うときは、毎年９月３０日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち本中間配当を行うときは、毎年９月３０日現在の本優先株主に対し、普通株主に先立ち本

優先株式１株につき３円４０銭の中間配当金を支払う。優先株式１株につき３円４０銭の中間配当金を支払う。優先株式１株につき３円４０銭の中間配当金を支払う。優先株式１株につき３円４０銭の中間配当金を支払う。    
    (2(2(2(2) ) ) ) 残余財産の分配残余財産の分配残余財産の分配残余財産の分配    

当行は、残余財産を分配するときは、本優先株主に対し、普通株主に先立ち、本優先株式当行は、残余財産を分配するときは、本優先株主に対し、普通株主に先立ち、本優先株式当行は、残余財産を分配するときは、本優先株主に対し、普通株主に先立ち、本優先株式当行は、残余財産を分配するときは、本優先株主に対し、普通株主に先立ち、本優先株式

１株につき５００円を支払う。本優先株主に対しては、前記の５００円のほか、残余財産１株につき５００円を支払う。本優先株主に対しては、前記の５００円のほか、残余財産１株につき５００円を支払う。本優先株主に対しては、前記の５００円のほか、残余財産１株につき５００円を支払う。本優先株主に対しては、前記の５００円のほか、残余財産

の分配は行わない。の分配は行わない。の分配は行わない。の分配は行わない。    
    (3) (3) (3) (3) 優先順位優先順位優先順位優先順位    

本優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、当行の発行する各本優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、当行の発行する各本優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、当行の発行する各本優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、当行の発行する各

種の優先株式と同順位とする。種の優先株式と同順位とする。種の優先株式と同順位とする。種の優先株式と同順位とする。    
    (4) (4) (4) (4) 本優先株式の消却本優先株式の消却本優先株式の消却本優先株式の消却    

当行は、いつでも本優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって、当該買当行は、いつでも本優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって、当該買当行は、いつでも本優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって、当該買当行は、いつでも本優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって、当該買

入価額により消却することができる。入価額により消却することができる。入価額により消却することができる。入価額により消却することができる。    
    (5) (5) (5) (5) 議決権議決権議決権議決権    

本優先株主は、本優先株主は、本優先株主は、本優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。    
    (6) (6) (6) (6) 株式の併合または分割、新株引受権等株式の併合または分割、新株引受権等株式の併合または分割、新株引受権等株式の併合または分割、新株引受権等    

当行は、法令に別段の定めある場合を除き、本優先株式について株式の併合または分割は当行は、法令に別段の定めある場合を除き、本優先株式について株式の併合または分割は当行は、法令に別段の定めある場合を除き、本優先株式について株式の併合または分割は当行は、法令に別段の定めある場合を除き、本優先株式について株式の併合または分割は

行わない。また、本優先株主に対し、新株の引受権または転換社債もしくは新株引受権付行わない。また、本優先株主に対し、新株の引受権または転換社債もしくは新株引受権付行わない。また、本優先株主に対し、新株の引受権または転換社債もしくは新株引受権付行わない。また、本優先株主に対し、新株の引受権または転換社債もしくは新株引受権付

社債の引受権を与えない。社債の引受権を与えない。社債の引受権を与えない。社債の引受権を与えない。    
    (7) (7) (7) (7) 普通株式への転換普通株式への転換普通株式への転換普通株式への転換    

本優先株主は、本優先株式の普通株式への転換を請求することができる。本優先株主は、本優先株式の普通株式への転換を請求することができる。本優先株主は、本優先株式の普通株式への転換を請求することができる。本優先株主は、本優先株式の普通株式への転換を請求することができる。    
    イ．転換を請求し得べき期間イ．転換を請求し得べき期間イ．転換を請求し得べき期間イ．転換を請求し得べき期間    

平成１４年１月１日から平成２７年３月３１日までとする。平成１４年１月１日から平成２７年３月３１日までとする。平成１４年１月１日から平成２７年３月３１日までとする。平成１４年１月１日から平成２７年３月３１日までとする。    
ただし、株主総会においてただし、株主総会においてただし、株主総会においてただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準日の翌日から当権利を行使すべき株主を確定するための基準日の翌日から当権利を行使すべき株主を確定するための基準日の翌日から当権利を行使すべき株主を確定するための基準日の翌日から当

該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。    
    ロ．転換の条件ロ．転換の条件ロ．転換の条件ロ．転換の条件    

本優先株式は下記の転換の条件で、当行の額面普通株式（以下「普通株式」という）に本優先株式は下記の転換の条件で、当行の額面普通株式（以下「普通株式」という）に本優先株式は下記の転換の条件で、当行の額面普通株式（以下「普通株式」という）に本優先株式は下記の転換の条件で、当行の額面普通株式（以下「普通株式」という）に

転換することができる。転換することができる。転換することができる。転換することができる。    

    （イ）当初転換価額（イ）当初転換価額（イ）当初転換価額（イ）当初転換価額    
当初転換価額は、平成１４年１月１日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の大当初転換価額は、平成１４年１月１日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の大当初転換価額は、平成１４年１月１日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の大当初転換価額は、平成１４年１月１日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の大

阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）の阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）の阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）の阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）の

平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入するその小数第２位を四捨五入するその小数第２位を四捨五入するその小数第２位を四捨五入する。ただし、当初転換価額の下限は１２５円（以下「下。ただし、当初転換価額の下限は１２５円（以下「下。ただし、当初転換価額の下限は１２５円（以下「下。ただし、当初転換価額の下限は１２５円（以下「下

限転換価額」という）とする。限転換価額」という）とする。限転換価額」という）とする。限転換価額」という）とする。    
なお、上記４５取引日の間に下記（ハ）に定める転換価額の調整事由が生じた場合になお、上記４５取引日の間に下記（ハ）に定める転換価額の調整事由が生じた場合になお、上記４５取引日の間に下記（ハ）に定める転換価額の調整事由が生じた場合になお、上記４５取引日の間に下記（ハ）に定める転換価額の調整事由が生じた場合に

は、上記の時価は（ハ）に準じて調整される。は、上記の時価は（ハ）に準じて調整される。は、上記の時価は（ハ）に準じて調整される。は、上記の時価は（ハ）に準じて調整される。    



－3－ 

    （ロ）転換価額の修正（ロ）転換価額の修正（ロ）転換価額の修正（ロ）転換価額の修正    
転換価額は、平成１５年１月１日から平成２７年１月１日までの毎年１月１日（以下転換価額は、平成１５年１月１日から平成２７年１月１日までの毎年１月１日（以下転換価額は、平成１５年１月１日から平成２７年１月１日までの毎年１月１日（以下転換価額は、平成１５年１月１日から平成２７年１月１日までの毎年１月１日（以下

それぞれ「転換価額修正日」という）における当該転換価額修正日現在における時価それぞれ「転換価額修正日」という）における当該転換価額修正日現在における時価それぞれ「転換価額修正日」という）における当該転換価額修正日現在における時価それぞれ「転換価額修正日」という）における当該転換価額修正日現在における時価

に修正される。ただし、当該時価が下限転換価額を下回る場合は、修正後転換価額はに修正される。ただし、当該時価が下限転換価額を下回る場合は、修正後転換価額はに修正される。ただし、当該時価が下限転換価額を下回る場合は、修正後転換価額はに修正される。ただし、当該時価が下限転換価額を下回る場合は、修正後転換価額は

下限転換価額とする。下限転換価額とする。下限転換価額とする。下限転換価額とする。    
この場合に使用する時価は、当該転換価額この場合に使用する時価は、当該転換価額この場合に使用する時価は、当該転換価額この場合に使用する時価は、当該転換価額修正日に先立つ４５取引日目に始まる３０修正日に先立つ４５取引日目に始まる３０修正日に先立つ４５取引日目に始まる３０修正日に先立つ４５取引日目に始まる３０

取引日の大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示取引日の大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示取引日の大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示取引日の大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示

を含む）の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まを含む）の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まを含む）の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まを含む）の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。で算出し、その小数第２位を四捨五入する。で算出し、その小数第２位を四捨五入する。で算出し、その小数第２位を四捨五入する。    
なお、上記４５取引日の間に下記（ハ）に定める転換価額の調整事由が生じた場合になお、上記４５取引日の間に下記（ハ）に定める転換価額の調整事由が生じた場合になお、上記４５取引日の間に下記（ハ）に定める転換価額の調整事由が生じた場合になお、上記４５取引日の間に下記（ハ）に定める転換価額の調整事由が生じた場合に

は、上記の時価は（ハ）に準じて調整される。は、上記の時価は（ハ）に準じて調整される。は、上記の時価は（ハ）に準じて調整される。は、上記の時価は（ハ）に準じて調整される。    

    （ハ）転換価額の調整（ハ）転換価額の調整（ハ）転換価額の調整（ハ）転換価額の調整    
Ａ．本優先株式発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価Ａ．本優先株式発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価Ａ．本優先株式発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価Ａ．本優先株式発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価額（下限転換額（下限転換額（下限転換額（下限転換

価額を含む）を次に定める算式（以下「転換価額調整式」とい価額を含む）を次に定める算式（以下「転換価額調整式」とい価額を含む）を次に定める算式（以下「転換価額調整式」とい価額を含む）を次に定める算式（以下「転換価額調整式」という）により調整する。う）により調整する。う）により調整する。う）により調整する。

ただし、転換価額調整式により計算される転換価額が普通株式の額面金額の２倍のただし、転換価額調整式により計算される転換価額が普通株式の額面金額の２倍のただし、転換価額調整式により計算される転換価額が普通株式の額面金額の２倍のただし、転換価額調整式により計算される転換価額が普通株式の額面金額の２倍の

額を下回る場合には、普通株額を下回る場合には、普通株額を下回る場合には、普通株額を下回る場合には、普通株式の額面金額の２倍の額をもって調整後転換価額とす式の額面金額の２倍の額をもって調整後転換価額とす式の額面金額の２倍の額をもって調整後転換価額とす式の額面金額の２倍の額をもって調整後転換価額とす

る。る。る。る。    

                        既発行既発行既発行既発行        新 規 発 行新 規 発 行新 規 発 行新 規 発 行    １株当たり１株当たり１株当たり１株当たり    
                        普普普普    通通通通    普通株式数普通株式数普通株式数普通株式数    ××××    

払 込 金 額払 込 金 額払 込 金 額払 込 金 額    
    調 整 後調 整 後調 整 後調 整 後    調 整 前調 整 前調 整 前調 整 前        株式数株式数株式数株式数    ＋＋＋＋    

１株当たり時価１株当たり時価１株当たり時価１株当たり時価    
    転換価額転換価額転換価額転換価額    ＝＝＝＝    

転換価額転換価額転換価額転換価額    ××××既発行普通株式数＋新規発行普通株式数既発行普通株式数＋新規発行普通株式数既発行普通株式数＋新規発行普通株式数既発行普通株式数＋新規発行普通株式数    

転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する。位を四捨五入する。位を四捨五入する。位を四捨五入する。    

    （Ａ）転換価額調整（Ａ）転換価額調整（Ａ）転換価額調整（Ａ）転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場

合合合合    
調整後の転換価額は、払込日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある調整後の転換価額は、払込日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある調整後の転換価額は、払込日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある調整後の転換価額は、払込日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。場合はその日の翌日以降これを適用する。場合はその日の翌日以降これを適用する。場合はその日の翌日以降これを適用する。    

    （Ｂ）株式の分割により普通株式を発行する場合（Ｂ）株式の分割により普通株式を発行する場合（Ｂ）株式の分割により普通株式を発行する場合（Ｂ）株式の分割により普通株式を発行する場合    
調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日がある場合はその翌日以調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日がある場合はその翌日以調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日がある場合はその翌日以調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日がある場合はその翌日以

降、また株式の分割のための株主割当日がない場合は商法第２２０条にて準用す降、また株式の分割のための株主割当日がない場合は商法第２２０条にて準用す降、また株式の分割のための株主割当日がない場合は商法第２２０条にて準用す降、また株式の分割のための株主割当日がない場合は商法第２２０条にて準用す

る商法第２１５条第１項に規定された一定の期間満了の日の翌日以降これを適る商法第２１５条第１項に規定された一定の期間満了の日の翌日以降これを適る商法第２１５条第１項に規定された一定の期間満了の日の翌日以降これを適る商法第２１５条第１項に規定された一定の期間満了の日の翌日以降これを適

用する。ただし、配当可能利益から資本に組入れられることを条件としてその部用する。ただし、配当可能利益から資本に組入れられることを条件としてその部用する。ただし、配当可能利益から資本に組入れられることを条件としてその部用する。ただし、配当可能利益から資本に組入れられることを条件としてその部

分分分分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式

の分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能の分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能の分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能の分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能

利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。    

    （Ｃ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当行の普通株式に転換また（Ｃ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当行の普通株式に転換また（Ｃ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当行の普通株式に転換また（Ｃ）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当行の普通株式に転換また

は新株引受権を行使できる証券を発行する場合は新株引受権を行使できる証券を発行する場合は新株引受権を行使できる証券を発行する場合は新株引受権を行使できる証券を発行する場合    
調整後の転換価額は、その証券の発行日に、または募集のための株主割当日があ調整後の転換価額は、その証券の発行日に、または募集のための株主割当日があ調整後の転換価額は、その証券の発行日に、または募集のための株主割当日があ調整後の転換価額は、その証券の発行日に、または募集のための株主割当日があ

る場合はその日の終わりに、発行る場合はその日の終わりに、発行る場合はその日の終わりに、発行る場合はその日の終わりに、発行される証券の全額が転換またはすべての新株引される証券の全額が転換またはすべての新株引される証券の全額が転換またはすべての新株引される証券の全額が転換またはすべての新株引

受権が行使受権が行使受権が行使受権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降またはその割当日の翌日されたものとみなし、その発行日の翌日以降またはその割当日の翌日されたものとみなし、その発行日の翌日以降またはその割当日の翌日されたものとみなし、その発行日の翌日以降またはその割当日の翌日

以降これを適用する。以降これを適用する。以降これを適用する。以降これを適用する。    



－4－ 

    （Ｄ）普通株式に転換または新株引受権を行使できる証券であって、転換価額または新（Ｄ）普通株式に転換または新株引受権を行使できる証券であって、転換価額または新（Ｄ）普通株式に転換または新株引受権を行使できる証券であって、転換価額または新（Ｄ）普通株式に転換または新株引受権を行使できる証券であって、転換価額または新

株引受権の行使価額が発行日に決定されておらず後日一定の日（以下「価額決定株引受権の行使価額が発行日に決定されておらず後日一定の日（以下「価額決定株引受権の行使価額が発行日に決定されておらず後日一定の日（以下「価額決定株引受権の行使価額が発行日に決定されておらず後日一定の日（以下「価額決定

日」という）の時価を基準として決定されるものとされている証券を発行した場日」という）の時価を基準として決定されるものとされている証券を発行した場日」という）の時価を基準として決定されるものとされている証券を発行した場日」という）の時価を基準として決定されるものとされている証券を発行した場

合において、決定された転換価額または行使価額が転換価額調整式に使用する時合において、決定された転換価額または行使価額が転換価額調整式に使用する時合において、決定された転換価額または行使価額が転換価額調整式に使用する時合において、決定された転換価額または行使価額が転換価額調整式に使用する時

価を下回る場合価を下回る場合価を下回る場合価を下回る場合    

調整後の転換価額は、当該価額決定日に残存する証券の全額が転換ま調整後の転換価額は、当該価額決定日に残存する証券の全額が転換ま調整後の転換価額は、当該価額決定日に残存する証券の全額が転換ま調整後の転換価額は、当該価額決定日に残存する証券の全額が転換またはすべてたはすべてたはすべてたはすべて

の新株引受権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用の新株引受権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用の新株引受権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用の新株引受権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用

する。する。する。する。    

    Ｂ．上記（ハ）Ａ．に掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等にＢ．上記（ハ）Ａ．に掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等にＢ．上記（ハ）Ａ．に掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等にＢ．上記（ハ）Ａ．に掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等に

より転換価額（下限転換価額を含む）の調整を必要とする場合には、当行取締役会より転換価額（下限転換価額を含む）の調整を必要とする場合には、当行取締役会より転換価額（下限転換価額を含む）の調整を必要とする場合には、当行取締役会より転換価額（下限転換価額を含む）の調整を必要とする場合には、当行取締役会

が合理的に適当と判断する転換価額に変更される。が合理的に適当と判断する転換価額に変更される。が合理的に適当と判断する転換価額に変更される。が合理的に適当と判断する転換価額に変更される。    

    Ｃ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後転換価額を適用する日（ただＣ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後転換価額を適用する日（ただＣ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後転換価額を適用する日（ただＣ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後転換価額を適用する日（ただ

し、上記（ハ）Ａ．（Ｂ）ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ４５取引日し、上記（ハ）Ａ．（Ｂ）ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ４５取引日し、上記（ハ）Ａ．（Ｂ）ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ４５取引日し、上記（ハ）Ａ．（Ｂ）ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ４５取引日

目に始まる３０取引日の大阪証券取引所における当行の普通株式の普目に始まる３０取引日の大阪証券取引所における当行の普通株式の普目に始まる３０取引日の大阪証券取引所における当行の普通株式の普目に始まる３０取引日の大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎通取引の毎通取引の毎通取引の毎

日の終値（気配表示を含む）の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は日の終値（気配表示を含む）の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は日の終値（気配表示を含む）の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は日の終値（気配表示を含む）の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は

円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記４５円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記４５円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記４５円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記４５

取引日の間に、上記（ハ）Ａ．またはＢ．に定める転換価額の調整事由が生じた場取引日の間に、上記（ハ）Ａ．またはＢ．に定める転換価額の調整事由が生じた場取引日の間に、上記（ハ）Ａ．またはＢ．に定める転換価額の調整事由が生じた場取引日の間に、上記（ハ）Ａ．またはＢ．に定める転換価額の調整事由が生じた場

合には、調整後転換価額は、上記（ハ）Ａ．またはＢ．に準じて調整される。合には、調整後転換価額は、上記（ハ）Ａ．またはＢ．に準じて調整される。合には、調整後転換価額は、上記（ハ）Ａ．またはＢ．に準じて調整される。合には、調整後転換価額は、上記（ハ）Ａ．またはＢ．に準じて調整される。    

    Ｄ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日におＤ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日におＤ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日におＤ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日にお

いて有効な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、いて有効な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、いて有効な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、いて有効な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、

株主割当日がある場合はその株主割当日の、また株主割当株主割当日がある場合はその株主割当日の、また株主割当株主割当日がある場合はその株主割当日の、また株主割当株主割当日がある場合はその株主割当日の、また株主割当日がない場合は次に定め日がない場合は次に定め日がない場合は次に定め日がない場合は次に定め

る日における当行の発行済普通株式数とする。る日における当行の発行済普通株式数とする。る日における当行の発行済普通株式数とする。る日における当行の発行済普通株式数とする。    

    （Ａ（Ａ（Ａ（Ａ））））株式の分割を行う場合は、商法第２２０条にて準用する商法第２１５条第１項に株式の分割を行う場合は、商法第２２０条にて準用する商法第２１５条第１項に株式の分割を行う場合は、商法第２２０条にて準用する商法第２１５条第１項に株式の分割を行う場合は、商法第２２０条にて準用する商法第２１５条第１項に

規定された一定の期間満了の日規定された一定の期間満了の日規定された一定の期間満了の日規定された一定の期間満了の日    

    （Ｂ（Ｂ（Ｂ（Ｂ）その）その）その）その他の場合には、調整後転換価額を適用する日の１ケ月前の日他の場合には、調整後転換価額を適用する日の１ケ月前の日他の場合には、調整後転換価額を適用する日の１ケ月前の日他の場合には、調整後転換価額を適用する日の１ケ月前の日    

    Ｅ．転換価額調整式に使用する１株当たりの払込金額とは、（１）上記（ハ）ＡＥ．転換価額調整式に使用する１株当たりの払込金額とは、（１）上記（ハ）ＡＥ．転換価額調整式に使用する１株当たりの払込金額とは、（１）上記（ハ）ＡＥ．転換価額調整式に使用する１株当たりの払込金額とは、（１）上記（ハ）Ａ．．．．（Ａ）（Ａ）（Ａ）（Ａ）

のののの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合には、当該払込金額（金時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合には、当該払込金額（金時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合には、当該払込金額（金時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合には、当該払込金額（金

銭以外の財産による払込の場合には適正な評価額）、（２）上記（ハ）Ａ銭以外の財産による払込の場合には適正な評価額）、（２）上記（ハ）Ａ銭以外の財産による払込の場合には適正な評価額）、（２）上記（ハ）Ａ銭以外の財産による払込の場合には適正な評価額）、（２）上記（ハ）Ａ．．．．（Ｂ）（Ｂ）（Ｂ）（Ｂ）のののの

株式分割により普通株式を発行す株式分割により普通株式を発行す株式分割により普通株式を発行す株式分割により普通株式を発行する場合は０円、（３）上記（ハ）Ａ．（Ｃ）る場合は０円、（３）上記（ハ）Ａ．（Ｃ）る場合は０円、（３）上記（ハ）Ａ．（Ｃ）る場合は０円、（３）上記（ハ）Ａ．（Ｃ）のののの時価時価時価時価

を下回る価額をもって普通株式に転換または新株引受権を行使できる証券を発行を下回る価額をもって普通株式に転換または新株引受権を行使できる証券を発行を下回る価額をもって普通株式に転換または新株引受権を行使できる証券を発行を下回る価額をもって普通株式に転換または新株引受権を行使できる証券を発行

する場合には、当該転換価額または新株引受権の行使価額、（４）上記（ハ）Ａ．（Ｄ）する場合には、当該転換価額または新株引受権の行使価額、（４）上記（ハ）Ａ．（Ｄ）する場合には、当該転換価額または新株引受権の行使価額、（４）上記（ハ）Ａ．（Ｄ）する場合には、当該転換価額または新株引受権の行使価額、（４）上記（ハ）Ａ．（Ｄ）

のののの決定された転換価額または行使価額が転換価額調整式の時価を下回る場合には、決定された転換価額または行使価額が転換価額調整式の時価を下回る場合には、決定された転換価額または行使価額が転換価額調整式の時価を下回る場合には、決定された転換価額または行使価額が転換価額調整式の時価を下回る場合には、

当該転換価額または新株引受権の行使価額をそれぞれいうものとする。当該転換価額または新株引受権の行使価額をそれぞれいうものとする。当該転換価額または新株引受権の行使価額をそれぞれいうものとする。当該転換価額または新株引受権の行使価額をそれぞれいうものとする。    

    Ｆ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額とのＦ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額とのＦ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額とのＦ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１差額が１差額が１差額が１

円未満にとどまるときは、転換価額の調整はこれを行わない。円未満にとどまるときは、転換価額の調整はこれを行わない。円未満にとどまるときは、転換価額の調整はこれを行わない。円未満にとどまるときは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転ただし、その後転ただし、その後転ただし、その後転

換価額の調整を必要とす換価額の調整を必要とす換価額の調整を必要とす換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算出する場合には、転換価る事由が発生し、転換価額を算出する場合には、転換価る事由が発生し、転換価額を算出する場合には、転換価る事由が発生し、転換価額を算出する場合には、転換価

額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた

額を使用する。額を使用する。額を使用する。額を使用する。    



－5－ 

    （ニ）転換により発行すべき普通株式数（ニ）転換により発行すべき普通株式数（ニ）転換により発行すべき普通株式数（ニ）転換により発行すべき普通株式数    

本優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。本優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。本優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。本優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。    
    転換により転換により転換により転換により        本優先株主が転換請求のために提本優先株主が転換請求のために提本優先株主が転換請求のために提本優先株主が転換請求のために提    
    発行すべき発行すべき発行すべき発行すべき    出した本優先株式の発行価額総額出した本優先株式の発行価額総額出した本優先株式の発行価額総額出した本優先株式の発行価額総額    
    普通株式数普通株式数普通株式数普通株式数    ＝＝＝＝    

転換価額転換価額転換価額転換価額    

転換により発行すべき普通株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、転換により発行すべき普通株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、転換により発行すべき普通株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、転換により発行すべき普通株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てる。これを切り捨てる。これを切り捨てる。これを切り捨てる。    
    （ホ）転換により発行する株式の内容（ホ）転換により発行する株式の内容（ホ）転換により発行する株式の内容（ホ）転換により発行する株式の内容    

株式会社近畿大阪銀行額面普通株式（現在１株の額面金額５０円）株式会社近畿大阪銀行額面普通株式（現在１株の額面金額５０円）株式会社近畿大阪銀行額面普通株式（現在１株の額面金額５０円）株式会社近畿大阪銀行額面普通株式（現在１株の額面金額５０円）    
    （ヘ）転換請求受付場所（ヘ）転換請求受付場所（ヘ）転換請求受付場所（ヘ）転換請求受付場所    

株式会社だいこう証券ビジネス株式会社だいこう証券ビジネス株式会社だいこう証券ビジネス株式会社だいこう証券ビジネス    
    （ト）転換の効力発生（ト）転換の効力発生（ト）転換の効力発生（ト）転換の効力発生    

転換の効力は、転換請求に要する書類及び本優先株式の株券が上記（ヘ）に記載する転換の効力は、転換請求に要する書類及び本優先株式の株券が上記（ヘ）に記載する転換の効力は、転換請求に要する書類及び本優先株式の株券が上記（ヘ）に記載する転換の効力は、転換請求に要する書類及び本優先株式の株券が上記（ヘ）に記載する

転換請求受付場所に到達したときに発生する。ただし、本優先株式の株券が発行され転換請求受付場所に到達したときに発生する。ただし、本優先株式の株券が発行され転換請求受付場所に到達したときに発生する。ただし、本優先株式の株券が発行され転換請求受付場所に到達したときに発生する。ただし、本優先株式の株券が発行され

ていないときは、株券の提出を要しない。ていないときは、株券の提出を要しない。ていないときは、株券の提出を要しない。ていないときは、株券の提出を要しない。    
    （チ）普通株式への一斉転換（チ）普通株式への一斉転換（チ）普通株式への一斉転換（チ）普通株式への一斉転換    

転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった本優先株式は、平成２７年４月１日転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった本優先株式は、平成２７年４月１日転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった本優先株式は、平成２７年４月１日転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった本優先株式は、平成２７年４月１日

（以下「一斉転換日」という）をもって、本優先株式１株の払込金相当額（以下「一斉転換日」という）をもって、本優先株式１株の払込金相当額（以下「一斉転換日」という）をもって、本優先株式１株の払込金相当額（以下「一斉転換日」という）をもって、本優先株式１株の払込金相当額をそのときをそのときをそのときをそのとき

の普通株式の時価で除して得られる数の普通株式となる。の普通株式の時価で除して得られる数の普通株式となる。の普通株式の時価で除して得られる数の普通株式となる。の普通株式の時価で除して得られる数の普通株式となる。    
この場合に使用する時価は、一斉転換日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日のこの場合に使用する時価は、一斉転換日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日のこの場合に使用する時価は、一斉転換日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日のこの場合に使用する時価は、一斉転換日に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の

大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）大阪証券取引所における当行の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）

の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、の平均値（終値のない日数を除く）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。その小数第２位を四捨五入する。その小数第２位を四捨五入する。その小数第２位を四捨五入する。    
ただし、当該時価が普通株式の額面金額または下限転換価額のいずれか高い金額を下ただし、当該時価が普通株式の額面金額または下限転換価額のいずれか高い金額を下ただし、当該時価が普通株式の額面金額または下限転換価額のいずれか高い金額を下ただし、当該時価が普通株式の額面金額または下限転換価額のいずれか高い金額を下

回るときは、本優先株式１株の払込金相当額を当該いずれか高い金額で除して得られ回るときは、本優先株式１株の払込金相当額を当該いずれか高い金額で除して得られ回るときは、本優先株式１株の払込金相当額を当該いずれか高い金額で除して得られ回るときは、本優先株式１株の払込金相当額を当該いずれか高い金額で除して得られ

る数の普通株式となる。る数の普通株式となる。る数の普通株式となる。る数の普通株式となる。    
上記の普通上記の普通上記の普通上記の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、商法に定め株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、商法に定め株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、商法に定め株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、商法に定め

る株式併合の場合に準じてこれを取扱う。る株式併合の場合に準じてこれを取扱う。る株式併合の場合に準じてこれを取扱う。る株式併合の場合に準じてこれを取扱う。    
    （リ）期中転換または一斉転換があった場合の取扱（リ）期中転換または一斉転換があった場合の取扱（リ）期中転換または一斉転換があった場合の取扱（リ）期中転換または一斉転換があった場合の取扱    

本優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間本優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間本優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間本優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間

配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月３０日までになされたとき配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月３０日までになされたとき配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月３０日までになされたとき配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月３０日までになされたとき

は４月１日に、１０月１日から翌年３月３１日までになされたときは１０月１日に、は４月１日に、１０月１日から翌年３月３１日までになされたときは１０月１日に、は４月１日に、１０月１日から翌年３月３１日までになされたときは１０月１日に、は４月１日に、１０月１日から翌年３月３１日までになされたときは１０月１日に、

それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。    
    （ヌ）転換により発生する単位未満株式の買取（ヌ）転換により発生する単位未満株式の買取（ヌ）転換により発生する単位未満株式の買取（ヌ）転換により発生する単位未満株式の買取    

本優先株式の転換により単位未満本優先株式の転換により単位未満本優先株式の転換により単位未満本優先株式の転換により単位未満株式が発生する場合、当行は、商法に定める単位未株式が発生する場合、当行は、商法に定める単位未株式が発生する場合、当行は、商法に定める単位未株式が発生する場合、当行は、商法に定める単位未

満株式の買取請求がなされたものとしてこれを買取る。満株式の買取請求がなされたものとしてこれを買取る。満株式の買取請求がなされたものとしてこれを買取る。満株式の買取請求がなされたものとしてこれを買取る。    
    

11111111．．．．    上記各条項については、金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律（平成１０年法上記各条項については、金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律（平成１０年法上記各条項については、金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律（平成１０年法上記各条項については、金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律（平成１０年法

律第１４３号）に基づく承認等、並びに各種の法律に基づく届出、許認可の効力発生を条件と律第１４３号）に基づく承認等、並びに各種の法律に基づく届出、許認可の効力発生を条件と律第１４３号）に基づく承認等、並びに各種の法律に基づく届出、許認可の効力発生を条件と律第１４３号）に基づく承認等、並びに各種の法律に基づく届出、許認可の効力発生を条件と

する。する。する。する。    

            以以以以        上上上上    


